




































と、2010 年の長期失業者の年齢構成において、25 歳から 34 歳が 26.2％と最も多い年齢層と





も 2004 年から 3 年連続で減少するなど一時的ではあるが回復に転じたのである。
しかし、若年層のうち 25 歳から 34 歳だけをみると、減少幅は小さく厳しい状況にあるの





実際に、この年齢層が大学卒業時期となった 2000 年から 2005 年前後の大卒就職環境は大
変厳しいものであった。文部科学省によると、2000 年 3 月に大学卒業者のうち「進学も就
職もしない者」「一時的な仕事に就いた者」の割合は 26.7％となり、4 人に 1 人は不安定な
まま卒業をした者となった。その後、2003 年には近年では最も高い 27.1％となり、2005 年













































図 2 は、私立大学の定員割れ状況を示したものである。詳しくみてみたい。2011 年度時点、
全体 574 校のうち 4 割を超える 239 校の大学が定員に達していない状況となっている。そし
て定員充足率 75％から 100％の大学群の志願倍率が 4.2 倍であることをみると、志願倍率が
4 倍を下回る大学は定員割れとなっていることがうかがえる。また同資料では、定員充足率
が低い大学ほど、推薦入学及び AO 選抜入試 6 による入学率が高いことも報告されている。
これによると、定員充足率が 0 から 50％の大学群では入学者の 76.7％の学生が、このような











































図 3 は、1988 年以降の大学新卒者の就職率と求人倍率の推移である。詳しくみてみたい。
就職率はバブル経済期を迎えた 1988 年の 77.8％から、絶頂期となった 1991 年の 81.3％まで
非常に高い数値を示していた。しかし、翌年の 1992 年には 80％を割り込み、1995 年には
67.1％、1999 年は 60.1％と急激に悪化し、2000 年代前半は 50％後半を推移することとなっ
た。その後、団塊世代の大量退職を見込んだ企業側が積極的な採用行動をとったことにより、
2007 年から 2009 年は 63.7％、67.6％、69.9％と一旦は回復をみせたが、2010 年には 60.8％
と 9 ポイントの大幅な減少がみられ、現在は 63.9％となっている。求人倍率も、1988 年の
2.48 倍から 1990 年の 2.86 倍まで上昇した後、1991 年は 2.41 倍と 2 倍台を維持したものの、
1995 年の 1.08 倍まで急減し、1999 年には 0.99 倍と 1 倍を割り込むこととなった。その後
は、就職率同様、2000 年前半は 1 倍台前半を推移し、2000 年後半には 2 倍台を回復したが、




（出典）求人倍率：リクルートワークス研究所「第 27 回 ワークス大卒求人倍率調査」より作成
図 4 は文系、理系別の大学新卒就職者の就職率について設置形態別で示したものである。
詳しくみてみたい。1997 年では私立理系の 96.3％が最も高く、次いで私立文系 95.2％、国
公立理系 94.3％となり、国公立文系が 90.7％と最も低く、私立優位であった。しかし、1999







2012 年 3 月の大学卒業者で就職も進学もしなかった者 86,638 名のうち、私立大学卒業者が
86％（74,513 名）を占め、人文・社会科学系学部卒業者が 61.7％（53,455 名）を占めたと報
じており、とくに文系の厳しさが浮き彫りとなっている。この点について、本田由紀（2009）
は、「日本における大学と仕事の関係のあり方は、大学教育の専門分野によって異なり、大














が 30％以上の大学は、国立 4.5％、公立 7.7％と低いのに対して、比較的創立年が新しい私
立大学は、39.3％、35.1％と高くなっている。また、大学規模別（卒業生数）でみると、未
就職者割合が 30％以上を超えている大学が、卒業生数 200 から 499 人で 30.8％と 3 割を超え、





























計した結果、偏差値 70 から 75 の学部学生は民間企業に就職したもののうち 71.4％が従業員
数 5000 人以上の大企業に就職しているのに対して、偏差値 37 から 39 の学部学生は 5.7％し
かこのような大企業に就職していないこと、さらには大企業就職者の占有率がもっとも大き



















































社中 202 社（90.9％）となり、一方、「出身校」を第 1 位とした企業は全くなく、第 2 位に 7 社、
第 3 位に 6 社となった程度であった。しかし、採用試験で「出身校不問（学校名を聞かずに
筆記・面接試験等を行う）」としているかどうかは、「全面的に採用している」と回答したの
は 219 社中 53 社（24.2％）となり、これは前回調査（2008 年調査）の 29.8％に比べると減少し、
前々回調査（2006 年調査）の 24.1％と同程度となっている。そして、「採用していない」と
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